第4章　支給関係（重複給与・兼務報酬・謝金等）


４　重複給与・兼務報酬・謝金等
○　概　要
(1) 地方公務員には兼職の場合における重複給与の禁止がなされている（地公法24条3項）が、教育公務員が服務監督権者の許可を得て教育に関する他の職を兼ねる場合には、重複して給与を受けることが認められる。（教特法17条）
(2) 一般職の地方公務員が勤務時間中に特別職を兼ねて受ける場合には一般職としての給与を減額すべきものと解されるが、教育公務員については、教育に関する特別職を兼ねる場合であればその必要はない。（教特法17条）
○関係法令

教特法

（兼職及び他の事業等の従事）

第17条　教育公務員は、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する他の事業若しくは事務に従事することが本務の遂行に支障がないと任命権者（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第37条第1項に規定する県費負担教職員については、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の教育委員会。第23条第2項及び第24条第2項において同じ。）において認める場合には、給与を受け、又は受けないで、その職を兼ね、又はその事業若しくは事務に従事することができる。

２　前項の場合においては、地方公務員法第38条第2項の規定により人事委員会が定める許可の基準によることを要しない。

地自法

（給与その他の給付）
第204条の2　普通地方公共団体は、いかなる給与その他の給付も法律又はこれに基づく条例に基づかずには、これをその議会の議員、第203条の2第1項の職員及び前条第1項の職員に支給することができない。
地公法

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第24条

３　職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

―（略）―

５　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。

（給与に関する条例及び給料額の決定）

第25条　職員の給与は、前条第5項の規定による給与に関する条例に基いて支給されなければならず、又、これに基かずには、いかなる金銭又は有価物も職員に支給してはならない。
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